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研究成果の概要（和文）：本研究では，クラウド化とプラットフォーム化の進展が情報サービスに与える影響について
考察し，地方の情報サービス企業が直面している課題と今後の可能性について検討した．
情報の収集・処理・カスタマイズで構成される情報サービスの場合，ローカル情報の収集については現地に拠点がある
地方企業に優位性があると考えられていたが，消費者からの情報提供を促すプラットフォームを利用することでその優
位性も揺るがされつつある．
その一方，地域間で共通のプラットフォームを利用することで運営コストを下げて事業を行う地方企業については有望
であると考えられる．

研究成果の概要（英文）：This study examines impact to information services by prevailing cloud and platfor
m, and analyzes challenges and possibilities of information service business in rural areas.
In terms of information services which consist of acquisition, processing, and customizing of information,
 it was assumed that local businesses have an advantage of acquisition of local information. Information-o
ffering by consumers via CGM platforms, however, is threatening their advantage.
On the other hand, local information service businesses using common platform among other regions have a p
rospect for success because of their lower operation cost and ease of access to local information.

研究分野：
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の開始当初，情報サービスの分野で
はクラウド・コンピューティングとプラット
フォームの利用が急速に進展していた． 
 「クラウド・コンピューティング」は実務
界で2006年から提唱されている概念であり，
情報システムの所有と利用を分離した情報
サービスのあり方を意味する．クラウド・コ
ンピューティングの進展・普及は，少数の情
報サービス企業への情報システムの集約と
利用者への安価での提供を促すことになり，
その結果としてこれまで情報システムを構
築・運用していた多数の情報サービス企業の
淘汰をもたらす可能性がある．特に中央の情
報システムの構築・運用の下請を主たる事業
としていた地方の小規模情報サービス企業
の受ける影響は甚大なものになりかねない． 
 一方，「プラットフォーム」とは第三者に
よるビジネスの基盤としての製品やサービ
スであるが，1990 年代以降，さまざまな領
域でプラットフォームの提供・開放と利用
の増加が進んでいる．それらのプラットフ
ォームの中には従来は地方の情報サービス
企業が提供していた機能を含むものもある
ため，プラットフォーム化の進展はこれら
の地方企業に悪影響を及ぼす可能性がある
一方で，プラットフォームが提供する機能
を積極的に利用することで，運営コストを
低く抑えて，より多くの顧客の獲得できる
可能性もある．これらのプラットフォーム
に対してどのように対峙するかによって，
情報サービスおよびその提供企業のあり方
は大きく変化すると考えられる． 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では，急速に進展しているクラウド
化とプラットフォーム化という環境変化が
情報サービス企業に与える影響と事業領域
および戦略・組織の変化の分析，そして成功
事例の調査に基づく環境適応の成功要因に
ついて考察することを目的とした．この目的
は具体的には以下の二つの研究課題として
設定された． 
 
(1) 現在の環境変化に対応した情報サービ
スの分析フレームワークの構築 

 情報サービス（事業）とは，直接的または
間接的な情報提供を通じて他者の価値実現
を支援するものであり，その中核には情報の
収集，情報の処理，情報のカスタマイズとい
うプロセスがあると考えられる．クラウド化
とプラットフォーム化の進展によって情報
処理プロセスが少数の大手企業に集約され
ていった場合，小規模な情報サービス企業は
情報処理プロセスでは差別化ができなくな
るため，その事業の重心は情報の収集または
カスタマイズのプロセスへと移動していく
ことが予想される．このような重心の変化に
おいて，特にローカル情報の収集については，

中央に拠点がある企業よりも地方に拠点が
ある企業の方が有利であると考えられる．こ
のような変化を分析するためのフレームワ
ークの構築と精緻化が第一の目的であった． 
 
(2) プラットフォームを利用した情報サー
ビスの分析 

 もう一つの目的はプラットフォームを利
用した情報サービスの成功要因とそれが地
方企業に及ぼす影響の分析である．この点に
関しては，研究開始の時点では，地方企業に
優位性があると考えられるローカル情報の
収集プロセスを基軸とした地域情報の提供
サービスを調査対象として予定していた．し
かし，当該サービスが消費者からの情報提供
である CGM（Consumer Generated Media）を
利用した情報サービスとの競争に敗れた結
果，当該サービスの提供を中止することとな
った．このことから，特に地方企業の優位性
を脅かす可能性のある存在としてのCGM型情
報サービスと，その根底にある消費者からの
情報提供を促すプラットフォームの検証を
重点的に行うことになった． 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は以下の3つの研究方法を用いて実
施された． 
 
(1) 文献研究に基づく理論構築 
 初年度においては，関連研究を十分にサー
ベイし，研究の焦点や対象をより明確にする
必要があった．そのため，情報サービスや各
種のプラットフォーム，消費者による情報提
供の心理に関する学術論文および直近の動
向を精査し，それを元に理論構築を試みた．
これらは上記の研究目的のうち，特に第一の
目的である情報サービスの分析フレームワ
ークの拡張・精緻化にとって重要な作業であ
った． 
 
(2) 事例研究および二次データを用いての
統計的分析 
地方企業の競争優位を活かしたローカル
情報の収集に基づく情報サービスと，その対
抗馬となる可能性のある消費者からの情報
提供に基づく CGM 型情報サービスについて，
二つの研究手法を用いての検討を行った．第
一の研究手法はインタビューおよび文献サ
ーベイに基づいた事例研究（質的調査）であ
り，主として地域性との関連性が高い研究対
象について用いられた．もう一つの研究手法
は他の目的のために実施されたアンケート
データ（二次データ）を用いての統計的分析
であり，主として地域性との関連がそれほど
高くない研究対象に適用された．  
 
(3) 研究成果の報告と学術的議論による 
研究内容の精緻化 

 下記の発表論文等のリストに記載されて



いるように，本研究の成果は迅速に国内の学
会や国際会議で報告され，その後，雑誌論文
あるいは書籍掲載論文として公表された．特
に国際会議での報告では，海外の研究者およ
び実務家とのディスカッションを通じて研
究の課題や今後の方向性についての有益な
知見を得ることができ，その内容をその後の
論文の内容に反映させることが可能となっ
た．このようなサイクルは研究活動の活性化
および内容の精緻化にとって重要な役割を
果たしていたと考える．  
 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は大きく以下の4つに分けら
れる． 
 
(1) 消費者によるオンライン上での 
情報提供の心理 

 CGM 型情報サービスは消費者による情報提
供に大きく依存しているが，多くの場合，消
費者は情報提供をほぼ無償で行っている．こ
の背景にある心理を分析するため，ソーシャ
ル・メディア上で起こる協働現象である「人
肉捜索（human flesh search）」における情
報提供者の参加条件について，国内事例に基
づいての検討を行った． 
 人肉捜索では情報収集コストは低いが信
頼性の低いオンライン情報を，情報収集コス
トが高いが信頼性の高いオフライン情報を
用いて検証しながら捜索活動が進展してい
く．これらの活動に対してどのようにコミッ
トするかによって人肉活動の参加者を
Lurkers（投稿を読むだけの者）, Solitaries
（独自に捜索して自己満足するが捜索結果
は投稿しない者）, Galleryites（捜索には
携わらないが投稿には反応する者）, 
Contributors（捜索に携わり，その結果を投
稿する者）の 4種類に分類した． 
 今回の事例研究および既存研究のサーベ
イの結果から，これらの参加者はそれぞれ異
なるモチベーション（情報ハンドリングスキ
ルの成長・発露，他者が情報を欲していると
いう認識，情報行動コストが低いという認
識）に基づいて行動していると結論づけた．
これらのモチベーションに関する要素を操
作することで，CGM 型情報サービスにおける
情報提供を増加させたり，あるいは個人情報
保護の観点から問題のある人肉捜索のよう
な活動を減少させたりすることが可能であ
ると考えられる． 
 
(2) 飲食店情報提供サービスの競争優位 
 国内における有力なCGM型情報サービスの
一つとして「食べログ」がある．国内の飲食
店情報提供サービスの嚆矢は「ぐるなび」で
あり，食べログは後発であったが，CGM 型情
報サービスの特徴を活かすことで急成長し
た．本研究では情報提供者の違いによって飲
食店情報提供サービスのビジネスモデルを

CA型（三行広告型），GB型（ガイドブック型），
CGM 型の 3 種類に分類し，それらの特徴を明
らかにした．また，飲食店情報提供サービス
の利用に関するアンケート調査のデータセ
ットを二次利用して，サービス利用者の意識
と行動の分析を行うことで，情報量だけでな
く，情報品質（情報の正確性や最新性，信頼
性など）が飲食店情報提供サービスの競争優
位に影響している可能性について検証した．
特に，CGM 型の飲食店情報提供サービスの長
所は消費者の口コミによる評価情報の提供
だとされてきたが，実際の利用者は口コミに
よる情報量と情報品質の向上を重視してい
るのであって，口コミに含まれている評価情
報自体は一般に考えられているよりも重要
性が低い可能性があることを明らかにした． 
 
(3) 位置情報サービスの普及とその課題 
 近年注目されている位置情報サービスが
注目されるようになったが，位置情報サービ
スを実現するためには，地理情報を扱うため
の「地理情報プラットフォーム」と，位置情
報の取得や送信機能を提供する「位置情報プ
ラットフォーム」が利用されていることが多
い．位置情報プラットフォームの一つとして
無線 LAN を利用した WPS（Wi-Fi Positioning 
System）がある．WPS を運用するためには無
線 LAN 基地局のデータベースが必要であり，
各事業者が独自のデータベースの構築・運用
を行っている． 
 独自データベースの構築にはさまざまな
コストがかかるだけでなく，現状では利用者
のプライバシー保護の観点から問題のある
手法が採用されていることがある．これらの
問題を軽減するため，各社が独自データベー
スを構築するのではなく，各社が共同で利用
できる公共財としてのデータベースの構築
と関連ビジネスの可能性について検討した．
その結果として，運営コストの低減とデータ
ベースへの自発的な登録を促すためのイン
センティブの提供を両立できれば，公共財と
してのデータベースの構築・運用は可能であ
ると結論づけた．特に，公共財としてのデー
タベースの低コストでの運営については
Open Street Map の事例が，自発的な登録を
促すインセンティブの提供についてはFonと
FREESPOT の事例が参考にできると考えられ
る．また，公共財としてのデータベースが提
供されることで，それをベースとしたローカ
ルな位置情報サービスが低コストで提供さ
れることも期待できる． 
 
(4) 地方企業による地域情報提供サービス 
 地方に拠点を置く企業はそうでない企業
よりもその地方のローカル情報の収集につ
いて優位であると考えられていたが，CGM 型
情報サービスの登場によって，その優位性は
薄れつつある．しかし，情報の信頼性と情報
提供の継続性という点では，一般消費者の自
発的な情報提供に頼らざるを得ないCGM型情



報サービスよりも地方企業が業務として情
報提供を行う情報サービスの方が優れてい
る．しかし，それが業務として成り立つため
には運営コストの低減と事業収入の増加が
重要となる．  
 これらの問題について，本研究では，地域
情報を提供する「松山経済新聞」の事例研究
を行った．松山経済新聞は地域の経済情報を
継続的に収集・発信している情報サービスで
あるが，その運営に関しては「みんなの経済
新聞ネットワーク」という地域情報を提供す
るメディアの集合体を活用している．これは
一種のプラットフォームとして機能してい
るが，その適用範囲は情報を掲載するウェブ
サイトのシステムだけでなく，そこに表示さ
れる広告の斡旋や取材および記事作成のた
めのノウハウの共有，さらにはアクセス数の
増加の支援にまで及んでおり，松山経済新聞
を低コストで運営するための一助となって
いる．その一方，このようなプラットフォー
ムの支援は現地での取材といったローカル
情報の収集プロセスのコスト低減に対して
は限界があるため，これらのコストと市場性
のバランスをどのようにとっていくかが今
後の課題であると考えられる． 
 
 なお，これらの成果および発表論文等は直
接的には研究目的(2)に相当するものである
が，これらの根底には情報サービスの分析フ
レームワークが根底にあり，その意味では全
て成果は研究目的(1)である情報サービスの
分析フレームワークの構築・精緻化に基づい
たものである．  
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